（職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の一部改正）
第三条　職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成二十三年大阪府条例第十三号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	　　　附　則

１―５　（略）

（特定の再任用職員の給料月額の特例）
６　第一条の規定による改正後の給与条例別表第一並びに別表第三ロ及びハの給料表の額にかかわらず、地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）第二十八条の四第一項、第二十八条の五第一項又は第二十八条の六第一項若しくは第二項の規定により採用された職員（以下「再任用職員」という。）である者のうち、新級が附則別表第四に掲げられている職員の切替日から平成二十六年三月三十一日までの間における当該職員の給料月額は、給料表、職務の級及び期間の区分に応じて附則別表第四に定める額とする。
７―19　（略）
	　　　附　則

１―５　（略）

（特定の再任用職員の給料月額の特例）
６　第一条の規定による改正後の給与条例別表第一並びに別表第三ロ及びハの給料表の額にかかわらず、地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）第二十八条の四第一項、第二十八条の五第一項又は第二十八条の六第一項若しくは第二項の規定により採用された職員（以下「再任用職員」という。）である者のうち、新級が附則別表第四に掲げられている職員の切替日から平成二十七年三月三十一日までの間における当該職員の給料月額は、給料表、職務の級及び期間の区分に応じて附則別表第四に定める額とする。
７―19　（略）

	
	


　　附則別表第四を次のように改める。

	平成25年４月１日から

平成26年３月31日まで
	円

221,652
	300,330
	221,276
	258,100

	平成24年４月１日から

平成25年３月31日まで
	円

227,328
	308,256
	226,944
	259,300

	切替日から平成24年３月31日まで
	円

232,064
	314,678
	231,672
	259,300

	職務の級
	１級
	４級
	１級
	１級

	給料表
	行政職給料表
	医療職給料表（二）
	医療職給料表（三）


（一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の一部改正）
第四条　一般職の任期付研究員の採用等に関する条例（平成十三年大阪府条例第七十号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（給与の特例）
第五条　（略）
給料月額

円

405,000

469,000

533,000

617,000

719,000

821,000
号給

１

２

３

４

５

６

２　（略）
給料月額

円

336,000

374,000

403,000
号給

１

２

３

３―６　（略）
（委任）
第八条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、人事委員会（特定地方独立行政法人の職員に係るものにあっては、当該特定地方独立行政法人の理事長）が定める。
	（給与の特例）
第五条　（略）
給料月額

円

398,000

460,000

523,000

606,000

705,000

805,000
号給

１

２

３

４

５

６

２　（略）
給料月額

円

330,000

367,000

396,000
号給

１

２

３

３―６　（略）
（委任）
第八条　この条例の施行に関し必要な事項は、人事委員会（特定地方独立行政法人の職員に係るものにあっては、当該特定地方独立行政法人の理事長）が定める。


	
	


（一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正）
第五条　一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成十四年大阪府条例第八十六号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（特定任期付職員の給与の特例）
第七条　（略）
給料月額

円

381,000

433,000
487,000

552,000

630,000

736,000

861,000
号給

１

２

３

４

５

６

７

２―５　（略）
（委任）
第十条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、人事委員会（特定地方独立行政法人の職員に係るものにあっては、当該特定地方独立行政法人の理事長）が定める。
	（特定任期付職員の給与の特例）
第七条　（略）
給料月額

円

375,000

425,000

478,000

542,000

618,000

722,000

845,000
号給

１

２

３

４

５

６

７

２―５　（略）
（委任）
第十条　この条例の施行に関し必要な事項は、人事委員会（特定地方独立行政法人の職員に係るものにあっては、当該特定地方独立行政法人の理事長）が定める。

	
	


　　　附　則

（施行期日等）
１　この条例は、公布の日から施行する。ただし、第二条の規定は、平成二十六年四月一日から施行する。
２　第一条の規定による改正後の職員の給与に関する条例（以下「新給与条例」という。）、第四条の規定による改正後の一般職の任期付研究員の採用等に関する条例（以下「新任期付研究員条例」という。）及び第五条の規定による改正後の一般職の任期付職員の採用等に関する条例（以下「新任期付職員条例」という。）の規定は、平成二十五年十二月一日から適用する。
（内払）

３　新給与条例、新任期付研究員条例又は新任期付職員条例の規定を適用する場合においては、第一条の規定による改正前の職員の給与に関する条例、第四条の規定による改正前の一般職の任期付研究員の採用等に関する条例又は第五条の規定による改正前の一般職の任期付職員の採用等に関する条例の規定に基づいて平成二十五年十二月一日以後の分として支給された給与は、それぞれ新給与条例、新任期付研究員条例又は新任期付職員条例の規定による給与の内払とみなす。
（特定の号給の切替え）
４　平成二十六年四月一日（以下「切替日」という。）の前日において新給与条例別表第四の給料表の適用を受けていた職員のうちその職務の級が三級又は四級であったものの切替日における号給（以下「新号給」という。）は、切替日の前日においてその者が属していた職務の級（以下「旧級」という。）及びその者が受けていた号給（以下「旧号給」という。）に応じて附則別表に定める号給とする。

（委任）
５　前二項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、人事委員会が定める。
附則別表第４　切替日から平成26年３月31日までの間における特定の再任用職員の給料月額（附則第６項関係）





備考　この表の行政職給料表の職務の級４級の適用は、切替日の前日において再任用職員であった者のうち旧級が６級であった者に限る。
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